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1.は じ め に

日本の育林体系 において,植 栽直後からの下刈 りは植栽

木の健全 な成長に必要不可欠な作業であ り,植 栽後4～5

回以上繰 り返 し実行 されることが多い(赤 井ほか,1987)。

しか し下刈 りは,人 工林の初期保育において労働投下量 と

費用 を最 も要する作業であ り,そ の費用 は育林費全体 の約

4割 を占めている。また,我 が国の林業 は,採 算性の悪化,

林 業産出額 ・林業所得 の減少,林 業就業者の減少 ・高齢化

等が悪循環 をな して森林所有者の施業意欲が低下するなど,

長 期的 に停滞 している(林 野庁,2010)。 今 後造林 ・保育

については,昭 和30～40年 代 のような大面積 での拡大造林

が行われることはないが,こ れまで造成 した人工林が主伐

期 を迎 える(林 野庁,2010)。 ま た,2009年12月 に農林水

産省は 「森林林業再生プラン」 を策定 し,2020年 の 木材 自

給率50%以 上 を 目指 している(林 野庁,2010)。 こ のよう

に今後,主 伐面積の増加が見込まれるなか,伐 採跡地への

再造林 を促すためにも造林 ・保育 に要す るコス トの低減,

中で も下刈 りの低 コス ト化が求められてい る。低 コス ト化

の方法 として,下 刈 り省略がある。 これまでの研究例 とし

て,ス ギ幼齢造林地におけるスギと雑草木の成長(谷 本,

1982),下 刈 り区と下刈 りを しない放置区の5年 間の群落

の変化(佐 倉ほか,1980)な どの下刈 りを実施す るか しな

いか,1年 間の実施回数の違い(1回 刈 り,2回 刈 り)に

よる植栽木の成長 と雑草木の群落 についての研究がある。

しか し,下 刈 り回数の省略,ま た何年 目の省略が可能か具

体的な研 究はない。 また,下 刈 りを省略 した場合,該 当年

の下刈 りコス トは削減で きる。 しかし雑草木繁茂 のため,

翌年 の下刈 りに要す る労力 とコス トが多 くな り,初 期保育

の全期間 を通 じて,下 刈 りコス トの削減は多 く望めない可

能性がある。 これまでの研究例 として,筋 刈 り,坪 刈 りと

全刈 りの労力の比較(鳥 海,2002),下 刈 作業の作業能率

に影響 をおよぼす要因(近 藤,2004),下 刈 り作業功程 に

関する検討(岡 本 ほか,1988),下 刈 り時期の変更に よる

労働負 担軽 減度 と雑草 木抑 制効果 の解析(伊 藤 ほか,

2001)等 が ある。 しか し,下 刈 り回数 を半分 にした場合 に

コス トや労力 も半分 になるのか,検 証 した例 はない。

そこで,ス ギ幼齢林 を対象 として,植 栽後の5年 間の下

刈 りを,毎 年実施,1,2,3年 目実施,1,3,5年 目実施,

2,4,5年 目実施,2,3,4年 目実施,3,4,5年 目実施,

5年間 実施 しないの下刈 り実施年数 に違いがある,7つ の

試験地を設け,ス ギの毎木調査 と下刈 り作業功程調査 を行っ

たので,デ ータを整理 し報告する。

なお,本 報告の表-2～ 表-9に つ いては容量が大 きい

ため,本 誌 中には印刷 していない。 これ らは鹿児 島大学 リ

ポジ トリに収録 しているので,必 要 な方は参照 していただ

きたい。
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1.調 査 地

調査地 は,鹿 児島県垂水市にある鹿児 島大学農学部附属

高隈演習林16林 班である。標高は545～640m,斜 面方位 は

北 または南向 きであ り,傾 斜は15～41° で ある。本調査地

は,2005年11月 ～2006年5月 に広葉樹林 と一部スギ人工林

を皆伐 し,2006年,2007年 の 春にスギが植栽 された。本研

究で は,2006年 植 栽 の植栽密 度が異 なる3箇 所 の試 験区

(以下,植 栽密度試験 区とする)と 斜面方位,植 栽密 度,

下刈 り実施年数が異 なる14箇 所の試験区(以 下,下 刈 り省

略試験区 とす る)を 設置 した。植栽密度試験区は,植 栽密

度を2,000,1,500,1,000本/ha(以 下,A,B,C区 とす る)

尾根

沢
鉄塔
量水ダム

図-1.試 験 区の配置

1500,3000は 植 栽密度を示す

①-⑥ は下刈 り実施パターンを示す(表-1参 照)

表-1.試 験区の概要と下刈 り実施年

試験区 斜面方位
植栽密度

(本/ha)

面 積

(ha)

傾斜

(度)

下刈 り実施年

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

1500①

1500②

1500③

1500④

1500⑤

1500⑥

1500⑦

3000①

3000②

3000③

3000④

3000⑤

3000⑥

3000⑦

A

B

C

北向き

南向き

北向き

南向き

北向き

南向き

北向き

南向き

北向き

南向き

北向き

南向き

北向き

南向き

南東向き

南東向き

南東向き

1,500

3,000

2,000

1,500

1,000

0.4(4年 目 か ら0.15)

0.18

0.25

0.17

0.16

0.20

0.25

0.19(4年 目 か ら0.11)

0.18

0.21

0.33

0.09

0.18

0.08

0.06

0.09

0.13

34

37

33

37

31

36

34

36

15-41

33

37

32

37

36

25

31

25

-------○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○は下刈り実施年を示す
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とし,各 試験区に12列 ×11行 の 計132本 の スギが植栽 され

た。試験 区の配置 を図-1に,試 験区の概要 と下刈 り実施

年 を表-1に 示す。下刈 り省略試験区の下刈 り実施年は植

栽後の5年 間で,① 毎年実施,②1,3,5年 目実施,③2,

4,5年 目実施,④2,3,4年 目実施,⑤3,4,5年 目実

施,⑥ 未実施,⑦1,2,3年 目実施の7つ とした。 また,

⑦1,2,3年 目実施は,4年 目の下刈 り実施前 に①毎年実

施 を半分 にし,設 定 した。

III.調 査 方法 と結 果

1)ス ギ林分調査

スギ林分調査は,植 栽密度試験区において2008年2月 下

旬,2009年11月 上 旬,2011年2月 下旬に実施 した。試験区

内すべ ての植栽木 につ いて,地 上高10cmの 樹 幹直径(以

下,根 元直径 とす る),胸 高直径(以 下,DBHと す る),

樹 高,枝 下高,樹 冠幅(等 高線方向 と斜面方向)を 測定 し

た。植栽密度試験区のスギ林分調査野帳 を表-2に 示す。

下刈 り省略試験区 にお いて2009年10月 下 旬 ～11月 上 旬,

2011年1月 中旬,2011年11月 下 旬か ら12月 上旬に実施 した。

それぞれの試験 区の平均的な部分でスギが50本 以上入るよ

うにプロッ トを設定 し,根 元直径,DBH,樹 高,枝 下高,

樹 冠幅(等 高線方向 と斜面方向)を 測定 した。幼齢段 階の

スギは樹皮の色や木化 の程度を判断することによ り,2年

分程度遡 って樹高 を測定することがで きる。そこで,2009

年 の 調査では,4年 生段階の樹高だけでな く,2年 生,3

年 生 の樹高 も同時 に測定 した。また,4年 目の下刈 り実施

前 に①毎年実施区を半分 にし,新 たに①毎年実施 と⑦1,

2,3年 目実施 を設定 した。 そのため,2011年1月 に実施

した調査 において,1500① は新 たにスギが50本 以上入るよ

うにプロ ットを設定 した。1500⑦ は,2009年10月 に設定 し

たプロッ トを継続で調査 した。3000① と3000⑦ は,2009年

10月 に設定 したプロットを含む形で半分 にした。そのため,

2011年1月 に実施 した調査において3000① と3000⑦ は,そ

れぞれ2009年10月 に設定 したプロッ トを含み,ス ギが50本

以 上入るように新たにプロッ トを設定 した。下刈 り省略試

験 区の調査野 帳を表-3に 示 す。 なお,DBHは ノギス を

用 いて1mm単 位 で,樹 高及び枝下高は測稈 を用いて1cm

単 位 で,樹 冠幅はコンベ ックスを用いて等高線,斜 面方向

で最 も外側 に位置す る枝 問の距離 を1cm単 位 で,測 定 を

行 った。

2)雑 草木植生状況

下刈 り省略試験区において,2007年 の下刈 り実施前 の7

月 に雑草木の刈 り取 りを行った。植栽当年であったため下

刈 り実施年数の違いを考慮せず,北 向 き斜面の1,500,3,000

本/haと 南 向 き斜面の1,500, 3,000本/haの4箇 所で実施 した。

それぞれの斜面上部,斜 面下部 に1m×1mの コ ドラー ト

を5個 ずつ,計40個 設 置 した。 コ ドラー ト内の雑草木群落

高 と植 被率を測 定 した。雑 草木群 落高は測稈 を用 いて0.l

m単 位 で,植 被率 は雑草木による被 覆の割合 を5%単 位 で

測定 した。コ ドラー ト内の雑草木を木本植物,草 本植物に

分類 して地際で刈 り取 った。刈 り取 った雑草木は,乾 燥器

(東京理化機械社製WFO-600ND,い すゞ 製作所社製SSN-

115S,ナ ガ ノサ イエ ンス社製LH21-11M)を 用 いて100

℃ で3日 ない し4日 間乾燥 させた。乾燥 後,デ シケー タ内

で冷却 し絶乾重量を測定 した。2007年 の雑草木植生状況を

表-4に 示す。

2008年 の下刈 り実施前の7月 に,雑 草木群落高,植 被率

および植栽木の視認率(以 下,視 認率 とす る)を 測定 した。

測定 した試験区は,下 刈 り省略試験 区の1,500①,1,500③,

1,500④,3,000①,3,000③,3,000④ と植栽密度試験 区のA

区,B区,C区 で 実施 した。雑草木群落高 は試験区内の植

生の内,70%程 度 を被 っている群落の高 さとした。視認率

は,植 栽木の位置に立ち,隣 接する植栽木が比較 的簡単に

確認できる本数割合とした。2008年 の雑草木植生状況 を表-

5に 示す。

2009年 の下刈 り実施前の7月 に,雑 草木の刈 り取 りを行っ

た。下刈 り省略試験 区の1,500①,3,000②,3,000④,3,000

⑥ で 実施 した。各試験 区に1m×1mの コ ドラー トを5個

ずつ,計20個 設置 した。 コドラー ト内の雑草木を木本植物,

草本植物に分類 して地際で刈 り取 った。刈 り取った雑草木

は,乾 燥 器(東 京理化機械社 製WFO-600ND,い すゞ 製

作所社製SSN-115S,ナ ガ ノサ イエ ンス社製LH21-11M)

を用 いて100℃ で3日 ない し4日 間乾燥 させた。乾燥後,

デ シケー タ内で冷却 し絶乾重量を測定 した。2009年 の 雑草

木植生状況を表-6に 示す。

2010年,2011年 の下刈 り実施前 の7月 に,下 刈 り省略試

験区において雑草木群落高,植 被率,視 認率 を測定 した。

スギ林分調査 を実施 したプロッ ト内全ての植栽木について,

各植栽木 を中心に周辺の雑草木群落高と植被率 を測定 した。

視認率 はプロッ ト内の各植栽木の位置か ら隣接する他個体

を目視 し,比 較的簡単 に確認で きた本数割合 とした。 目視

は,実 際 の下刈 り作業 を想 定 し,地 上高1.6mの 高 さか ら

行った。2010年 の調査 において,各 試験区のプロ ット外 に

おいて,植 栽木4本 を頂点とする区画 を3～5箇 所設置 し,

雑草木群落高 と植被率 を測定 した。 また,3000⑥ は2011年

1月 に雑草木群落高を測定 した。2011年 の調査では,山 川

ら(2010)に 倣 って,プ ロ ット内の各植栽木 と雑草木の競

合状態,上 方被圧,側 方被圧 を測定 した。競合状態 は,C1
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:ス ギの樹冠 の半分以上が雑草木 よ り出る,C2:ス ギ の

樹冠 の先端が出 る,C3:ス ギ と雑草木が同程 度,C4:ス

ギが完全 に埋れるの4段 階 とした。上方被圧 は,梢 端 から

半径0.5～1.0m程 度 の被覆率 を10%間 隔 で測定 した。側方

被圧 はスギ と雑草木の接触 している割合 をS1:25%以 下,

S2:25～50%,S3:50～75%,S4:75%以 上 の4段 階 と

した。2010,2011年 の雑草木植生状況を表-7に 示す。

なお雑草木には,先 駆樹種(ア カメガシワ,ヌ ルデ,カ

ラスザ ンシ ョウ,タ ラノキな ど)と 常緑萌芽(タ ブ,ス ダ

ジイ)が 混交 していた。

3)相 対照度

植栽木の成長に関与す る因子 として,光 条件 は極めて重

要 なことか ら(安 藤,1972),相 対 照度 を下刈 り実施前の

2009年7月8～17日 の9時30分 ～14時 の曇天 日に測定 した。

1500①,3000②,3000④,3000⑥ の4箇 所で実施 した。ス

ギ林分調査 を行ったプロ ット内において,照 度計(ト プコ

ンデジタル照度計IM-5とIM-3)を 用 いて林 内と林外

(開 けた土地)で 同時に測定 した。林内の測定場所 として,

スギの梢端部 とスギ とスギの問(平 均的な樹 高の位置)で

100点 以上 とした。 また,相 対照度測定箇所の雑草木群落

高を測定 した。相対照度調査野帳 を表-8に 示す。

4)下 刈 り功程

下刈 り作業は森林組合に委託 し,作 業員3名 が従事 した。

下刈 りは毎年1回,7月 上 旬に実施 し,刈 り払 い方法は下

刈 り機 による全刈 りとした。作業員による作業の個人差が,

試 験区の下刈 り作業功程の差異 に影響 しない ように,1つ

の試験 区の下刈 りは3人 で実施 した。試験地への移動や刈

り払い機の 目立て,燃 料補給,休 憩等の付帯時間を除 き,

下 刈 り作業の実労働時間を分単位で 日報 に記録 した。実労

働時間 と下刈 り実施面積 よ り,1人1日6時 間労働 として

人工数(人 ・日/ha)を 算 出 した。下刈 り功程調査野帳 を

表-9に 示す。
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